
「首都直下地震の被害想定と対策について」
に対する都の見解



◆ 国は、減災目標を定めた首都直下地震対策推進基本計画の策定から10年が経過することから、同
基本計画及び政府業務継続計画の見直しや、新たな防災対策の検討を行うため、令和５年に「首
都直下地震対策検討ワーキンググループ」（以下「WG」という。）を設置した。都は、このWGに委
員として参画し、新たな防災対策の検討に加わってきた。

◆ 18回に及ぶ審議の末、WG報告書（以下「報告書」という。）及び首都直下地震の被害想定
（以下「被害想定」という。）が取りまとめられ、公表された。以下で、都の見解を示す。
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【電力需要】
• 発災時には通常、社会経済活動の低下による電力需要の減少が想定されるが、電力供給力の

割合の算定にはこれを加味せず

【電力供給】
• 火力発電所の停止期間は、約10年前に経済産業省が作成した火力発電設備の復旧期間の

目安を基に算定

 国の被害想定

電力に関する検証や対策は、国が主体的に推進すべき都の見解Ⅰ

九州電力株式会社熊本支社
 「平成28年4～６月 販売電力量（熊本）」より作成

熊本地震（H28.4）

過去の災害でも、発災時には電力需要が減少

※阪神・淡路大震災や東日本大震災においても、発災時に電力需要が減少
※平時においても、いわゆるお盆期間など社会経済活動が低下する時期については、電力需要が減少
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平成28年４～６月：約1,470 GWh

▲約13％

平成27年４～６月：約1,690 GWh

資料リンク
①阪神淡路
https://www.jsce.or.jp/library/eq10/proc/00034/87-12-0029.pdf
②熊本
https://www.kyuden.co.jp/var/rev0/0055/5358/11672616940.pdf

https://www.jsce.or.jp/library/eq10/proc/00034/87-12-0029.pdf
https://www.jsce.or.jp/library/eq10/proc/00034/87-12-0029.pdf
https://www.jsce.or.jp/library/eq10/proc/00034/87-12-0029.pdf
https://www.jsce.or.jp/library/eq10/proc/00034/87-12-0029.pdf
https://www.jsce.or.jp/library/eq10/proc/00034/87-12-0029.pdf
https://www.kyuden.co.jp/var/rev0/0055/5358/11672616940.pdf
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電力に関する検証や対策は、国が主体的に推進すべき都の見解Ⅰ

 都の見解

➢ 電力は、国のエネルギー政策の大きな要素であるとともに、その供給や需給バランスの確保は自
治体の枠を超えた広域的な課題

➢ 首都直下地震発生時の電力需給については、国において、広域的な観点で十分に検証すべき

➢ 国は、事業者と連携しつつ、火力発電所の被害軽減など、必要な対策を行うべき

② 被害想定に関する都の意見
• しかしながら、いくつか不足点もあるため、改めて、意見を述べさせていただく
• まず、国の被害想定は、首都直下地震発生時の実態に即していない部分がある

• まず、電力の被害想定についてである
• 電力需要について、発災後には社会経済活動の低下により電力需要の減少が想定されるが、定
量的な被害想定には加味されていない

• また、電力供給力について、約10年前に経産省ワーキンググループでまとめられた目安を基に、
火力発電所の復旧期間は１カ月程度を要することとしている

• これらの算定に当たっては、災害時の電力需要の実態や、これまで講じられてきた減災対策の
効果を踏まえ、国において、首都直下地震発生時の電力需給について、広域的な観点で十分に
検証し、反映させるべきである

• 電力は、国のエネルギー政策の大きな要素であり、火力発電所の停止が広域かつ長期に及ばな
いこと等、国は事業者と連携しつつ、必要な対策を行うべきである

出典：南海トラフ巨大地震・津波及び首都直下地震・津波を等にする設備の耐性及び復旧迅速化の検討（中間報告書） 電気設備自然災害等対策ワーキンググループ（平成26年1月～平成27年7月）
※ 引用は「第16回 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 電気設備自然災害等対策ワーキンググループ（令和4年8月29日） 配布資料」

火力発電所の復旧期間の目安は、約10年前の資料を基に算定

＜ボイラー、タービン等の火力発電設備に関する震度階毎の復旧期間の目安＞

経産省WGリンク
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/20140
624_report.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/20140624_report.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/20140624_report.html


• 災害関連死者数は、首都直下地震とは特性の異なる震災被害の実績を横引いて算定

 国の被害想定

災害関連死の算定根拠は不十分都の見解Ⅱ

首都直下地震での
想定避難者数

首都直下地震での
災害関連死者数

災害関連死者数は、過去の震災被害を横引き

 都の見解

➢ 災害関連死者数は、都市構造や医療資源などの地域性等によって大きく変動するため、今回
の国の算定は、首都直下地震時の数としては根拠に乏しい

➢ 自治体の対策に繋がるよう、国において更なる分析が必要
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• 次に、首都直下地震とは特性の異なる過去の震災被害を横引きしている部分がある

（災害関連死）
• 具体的には、災害関連死の死者数について、東日本大震災と能登半島地震の実績を基に算定し
ているが、根拠が乏しく今後の検証が必要であり、今の段階では定性的な評価にとどめるべき
である

災害名
避難者１万人あたりの

災害関連死者数
災害名

避難者１万人あたりの
災害関連死者数

東日本大震災
（岩手＋宮城）

約40人 阪神・淡路大震災 約30人

能登半島地震 約100人 熊本地震（熊本） 約10人

災害関連死者数は、東日本大震災・能登半島地震での被害に基づき算定
阪神・淡路大震災や熊本地震は算定に使用せず

過去の震災被害※に基づいた
避難者１万人あたりの

災害関連死者数（割合）

阪神淡路
兵庫県／阪神・淡路大震災の死者にかかる調査について（平成17年12月22日記者発表）
データで見る阪神・淡路大震災｜神戸新聞NEXT

熊本
熊本地震から9年 死者の8割を占めた災害関連死の教訓から学ぶ -ウェザーニュース
special1.pdf

内閣府の指標は
・熊本地震（熊本）
・熊本地震（熊本＋大分）
の２つがあるが、
資料の趣旨として田舎と都市の比較を
しているため、熊本のみの数字を使用

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/pa20_000000016.html
https://www.kobe-np.co.jp/rentoku/sinsai/graph/sp/p2.shtml
https://www.kobe-np.co.jp/rentoku/sinsai/graph/sp/p2.shtml
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://weathernews.jp/news/202504/130065/
https://www.fdma.go.jp/publication/hakusho/h28/items/special1.pdf


【防災対策としての二地域居住】
• 二地域居住は、広域避難先の確保など、災害等に対するリダンダンシー※の確保に資するもの
• この定着促進により、負傷者や要救助者、帰宅困難者の発生量の抑制が期待

【国土政策】
• 首都直下地震の検討の前提として、東京圏への集中に関する歴史的経緯を整理
• 東京圏の首都中枢機能の補完の在り⽅を中⻑期課題に設定

 国の報告書

本WGの目的から外れた記載は不適当都の見解Ⅲ

 都の見解

➢ 本来、二地域居住は、個人の希望に応じて選択すべきものであり、広域避難先の確保や、要
救助者や帰宅困難者等の発生量の抑制等、防災対策を目的として促進することは不適当

➢ また、本WGは、防災対策の進捗状況の確認や被害想定の見直し、新たな防災対策の検討
を行う目的で設置されたものであり、国土政策に関する記載は、WG本来の目的から大きく外
れ、国民を誤った方向へミスリードする恐れ

➢ このような、WGの目的から外れた記載は不適当
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２．国土政策上の課題、二地域居住に関する記載について

• 最後に、報告書には国土政策上の課題について記載がなされているが、これはWG本来の目的
から大きく外れるものである

• また、二地域居住は、本来個人の希望に応じて選択すべきものであり、これにより、広域避難
先の確保や、要救助者や帰宅困難者等の発生量抑制を行おうとすることは適当でない

• このため、これまで東京都から削除を求めてきたが、それが受け入れられず、残念に思う
• 東京都としては、これら国土政策及び二地域居住に関する記載について、不承知である

※冗⻑性



◆ 国の被害想定は、広域的な防災対策の立案等に活用するための基礎資料として策定されるものであり、科
学的・客観的な手法や最新のデータを用いて可能な限り定量的に示し、自治体等の対策につながるものと
すべきである。

◆ しかしながら、首都圏の実態を十分に反映していない被害想定では、いつ起こるかわからない首都直下地震に
対し、自治体が真に必要な対策を講じることはできないだけでなく、国民の正しい備えにもつながらない。

◆ これは、日本が危ないという誤ったメッセージとなりうるものであり、そのことが日本の国益や都民・国民を守るこ
とになるのか疑問である。

◆ 国においては、首都圏の実態やこれまで講じられてきた対策を十分に踏まえ、被害想定の前提条件や算定手
法等について検証していくべきである。特に電力については、広域的な観点が必要であり、他ライフラインにも
影響が大きいため、事業者と連携し、国が主体となって必要な検証・対策を進めていくべきである。

◆ また、国の報告書における、防災対策としての二地域居住や、国土政策上の課題についての記載は、不適
当である。

◆ 都は、これまでも、減災目標を定めた上で、耐震化や不燃化の取組など、都市の強靭化を加速し、全国を
リードする取組を展開してきた。その結果、首都直下地震等の東京の被害想定は、10年前と比較し大幅に
改善した。

◆ 都は、今後、専門家の意見を聞きながら、対策の効果を十分評価したうえで、実態に即した被害想定をス
ピード感をもってとりまとめ、ハード整備を含む更なる対策につなげていくことで、「2050東京戦略」の下、災
害の脅威から都民を守り、日本の首都を守ることのできる、世界で最も強靭な都市を実現していく。
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「首都直下地震の被害想定と対策について」に対する都の見解（総括）

③ 被害想定にかかる総括
• 冒頭申し上げたが、そもそも被害想定は、各自治体や事業者等が具体的な防災対策の立案等を
行う基となるものである

• しかしながら、首都圏の実情を十分に反映していない被害想定では、いつ起こるかわからない
首都直下地震に対し、自治体が真に必要な対策を講じることはできない。また、国民の正しい
備えにもつながらない

• さらに、首都直下地震とは特性の異なる過去の災害を基に過酷事象を記載することは、日本は
危ないという誤ったメッセージとなりうるものであり、そのことが日本の国益や都民・国民を
守ることになるのか疑問である

④ 東京の被害想定
• なお、都では、減災目標を定めた上で、耐震化や不燃化の取組等、都市の強靭化を加速してお
り、その結果、都が令和４年に策定した被害想定では、10年前と比較して大きく改善している

• また、立川に総合的な防災基地を整備しており、東京は我が国でも最も減災対策が進んだ自治
体である

• 都は、今後、こうした対策の効果を十分評価したうえで、実態に即した被害想定をとりまとめ、
更なる対策の実施につなげることで、東京の強靭化をより一層進めていく

• 東京都として、意見を申し上げる

１．被害想定について

① 被害想定の目的

• 国の被害想定は、広域的な防災対策の立案等に活⽤するための基礎資料として策定されるもの
であると認識している

• 各自治体や事業者等は、この被害想定を踏まえて、具体的な防災対策の立案等を行うため、国
の被害想定は、科学的・客観的な手法や最新のデータを⽤いて、可能な限り定量的に示し、自
治体等の対策につながるものとすべきである



「首都防衛」の現在地
～東京における防災対策の取組状況と成果～
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【首都防衛】東京都は地震など様々な災害への備えで全国をリード

日本は世界有数の地震大国であり、全国各地で大きな地震が発生するなど、日本全国

で自然災害が生じています

首都東京は、多くの人や企業、建物が集積する中、各種インフラの計画的な維持更新、

対策のレベルアップや前倒しなどにより、全国をリードする取組を展開してきました

その結果、首都直下地震等の東京の被害想定は10年間で大幅に改善しました

都内における住宅や上下水道の耐震化率は全国を上回る水準となっています。また、

災害時の給水安定性を向上させるため、導水施設の二重化や送水管のネットワーク化に

よりバックアップ機能を確保しています

さらに国は首都機能に甚大な被害が生じた場合に備え、立川に総合的な防災基地を整備。

都は都庁の防災センターの代替施設となる立川地域防災センターを設置し、国や自衛隊、

警察、消防等の各機関と連携し、高度な応急対策等を実施できる態勢を確保しています
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2023年11月 政策企画局

（出典）総務省消防庁「消防白書」都道府県別自然災害被害状況（H26～R5）

（出典）国土交通省過去10年間の水害被害額（H24～R3）

過去10年間の水害被害額

東京の被害額は他都市に比べて少ない
（億円）

＜大阪の災害＞
平成24年の大雨
https://www.data.jma.go.jp/osaka/kikou/disaster/kishou/16_gaiyo.pdf

平成30年6月18日7時58分頃、大阪府北部を震源地とする、震度6弱の地震が発生。

＜東京の災害＞
平成26年の雪による負傷者
https://www.fdma.go.jp/disaster/info/assets/post737.pdf
平成25年の死者（台風第26号による被害状況※大島町等）
https://www.bousai.go.jp/updates/h25typhoon26/pdf/h25typhoon26_30.pdf

(地震の発生頻度)
https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/gaikyo/monthly/201412/2
01412furoku_9.pdf

東京の自然災害の被害状況は全国を下回る

期間内に発生した主な被害地震：平成28年熊本地震、平成30年北海道胆振東部地震、平成30年大阪府北部地震

※主な被害地震とは、気象庁のホームページにおいて

特設ページが設けられる地震を指す。

ソース
気象庁 | 日本付近で発生した主な被害地震（平成８年
以降）

✓ 東京に多くの人や建物が集積する中でも、過去10年の自然災害の人的・建物被害は全国平均を下回る

＜10年間の建物（住家）被害＞

（期間中に生じた主な自然災害（被災地）と被害）
平成28年熊本地震（九州地⽅）：死者等276人、平成30年7月豪雨（全国）：271人、令和元年東日本台風（関東、東北地⽅）：108人

期間中の主な自然災害 白書付属資料１より
r6_all.pdf

※人的被害：死者、行⽅不明書、負傷者 ※建物被害：全壊、半壊、床上・床下浸水

＜10年間の人的被害＞

人口100万人当たり

人的被害

＜10年間の人的被害＞

要局情報共有

518 513 

309

全国平均（都除く） 全国平均 東京都

人

人的被害

人 人 7,736 7,656 

3,972

全国平均（都除く） 全国平均 東京都

棟

棟

建物被害

棟

- 9 -

https://www.data.jma.go.jp/osaka/kikou/disaster/kishou/16_gaiyo.pdf
https://www.fdma.go.jp/disaster/info/assets/post737.pdf
https://www.bousai.go.jp/updates/h25typhoon26/pdf/h25typhoon26_30.pdf
https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/higai/higai1996-new.html
https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/higai/higai1996-new.html
https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/higai/higai1996-new.html
https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/higai/higai1996-new.html
https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/higai/higai1996-new.html
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/r6_all.pdf
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/r6_all.pdf
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/r6_all.pdf


92.0%

建物全壊棟数

12万棟

8万棟

揺れによる死者数

3,200人

5,100人

減災効果

81.2%

減災効果

焼失棟数 火災による死者数

20万棟

12万棟 2,500人

4,100人

約1.6万ha 約0.86万ha

電 気上水道 下水道 通 信
（固定電話）

ガ ス

減災効果

断水率

34.5%

26.4%

管きょ被害率

23.0%

4.0%

停電率

17.6%

11.9%

不通回線率

7.6%

4.0%

供給停止率

26.8% 24.3%

✓ 耐震化・不燃化等の対策を進め、首都直下地震等に対する東京の被害想定は10年間で大きく改善

＜東京の被害想定の比較（2012（H24）→2022（R4））＞

住宅の耐震化

＋10.8pt

▲46.3%

木造住宅密集地域

▲33.3
%

▲37.3
% ▲40.0

%
▲39.0

%

ライフライン

▲8.1
pt

▲19.0
pt

▲5.7
pt

▲3.6
pt

▲2.5
pt

耐震化率 木密地域 (2010)
(2021)

※ 防災都市づくり推進計画に基づく抽出値

※首都直下地震等による東京の被害想定（令和４年５月25日公表）参考資料「10年間の主な取組と減災効果」より

東京の首都直下地震等への備えは大きく改善
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79%

82%

87%

81.2%

83.8%

70%

80%

90%

全国 東京都

【地震対策①】住宅の耐震化率は90％超を達成

2008
（H20）

2013
（H25）

2018
（H30）

2014
（H26）

2019
（R元）

2010
（H22）

【住宅の耐震化】

住宅の耐震化率は、全国を上回る水準で推移し、92%まで向上

＜住宅の耐震化率＞

耐震化率

（出典）東京都「ビル・マンションの耐震化読本」

（出典）国土交通省「全国の耐震化率」、東京都「東京都耐震改修促進計画」

92.0%
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【地震対策②】木密地域等の不燃領域率70％へ整備推進

整備地域（全28地域）

重点整備地域（全52地区）

重点整備地域外の整備地域

2030（R12）年度目標値（全地域）：70％

■不燃領域率70％を超えると延焼による焼失率がほぼゼロとなる。

木造住宅密集地域等における老朽建築物の除却や建替え等を支援し、市街地の不燃化を着実に進め、

不燃領域率70％を目指す

＜整備地域の不燃領域率＞ 【整備地域・重点整備地域】

56

58

62

66

50

60

70

%

%

%

%

2006
（H18）

2011
（H23）

2016
（H28）

2023 
（R5）

（出典）「建設省総合技術開発プロジェクト報告書（昭和58年）」などを参考に作成

%

%

%

不燃領域率

※参考値

※

- 12 -



【地震対策③】沿道建築物の耐震化で災害時にも迅速に対応

重要路線沿いにある建築物の耐震化により、災害時にも緊急輸送などを円滑に行うための道路網を維持

根拠リンク先

道路敷面積
道路：道路統計年報2024 道路の現況 -国土交通
省

統計局ホームページ/日本の統計 2025－第1章
国土・気象

1位のワケ そもそも高いとどんなメリットがあるのか | 

＜特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化状況＞

91.1%

91.6%

92.0%

92.6%

93.0%

93.8%

90.0%

90.5%

91.0%

91.5%

92.0%

92.5%

93.0%

93.5%

94.0%

94.5%

2019
（R元）

2020
（R2）

2021
（R3）

2022
（R4）

2023
（R5）

2024
（R6）

総合到達率※1の年次推移 特定緊急輸送道路※２の区間到達率※３

（出典）耐震化ポータルサイト「特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化状況（令和６年12月末時点）」を基に作成

※１ 総合到達率
 区間到達率の平均値

※３ 区間到達率
       都県境入口からある区間に到達できる確率

道路：緊急輸送道路 -国土交通省

4.特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化状況の公表：東京都耐震ポータルサ
イト

※２ 特定緊急輸送道路
       地震発生時に緊急輸送などを円滑に行うための道路のうち、

特に沿道建築物の耐震化を図る必要があると認め、都が指定し
た道路
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https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo02.html
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo02.html
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo02.html
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo02.html
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo02.html
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo02.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://www.stat.go.jp/data/nihon/01.html
https://trafficnews.jp/post/79708
https://trafficnews.jp/post/79708
https://trafficnews.jp/post/79708
https://trafficnews.jp/post/79708
https://trafficnews.jp/post/79708
https://trafficnews.jp/post/79708
https://trafficnews.jp/post/79708
https://www.city.kawasaki.jp/530/cmsfiles/contents/0000022/22984/dourotoukeisho_r6.pdf
https://www.city.kawasaki.jp/530/cmsfiles/contents/0000022/22984/dourotoukeisho_r6.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/index3.html
https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/index3.html
https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/index3.html
https://www.taishin.metro.tokyo.lg.jp/tokyo/topic04_0612.html
https://www.taishin.metro.tokyo.lg.jp/tokyo/topic04_0612.html
https://www.taishin.metro.tokyo.lg.jp/tokyo/topic04_0612.html


【地震対策④】センター・コア・エリア内の無電柱化は概ね完了

都市機能が集中するセンター・コア・エリアや重要施設を連絡する第一次緊急輸送道路※等を重点整備

センター・コア・エリア内の都道の無電柱化は概ね完了

【都道における整備済延長の推移】

【無電柱化の状況】

センター・コア・エリア内概ね完了
環状七号線内側エリアに拡大中

整備前 整備後
※計画幅員で完成した歩道幅員2.5ｍ以上の都道

※応急対策の中枢を担う都本庁舎、立川地域防災センター、重要港湾、空港等を連絡する路線

東京の無電柱化 P3より
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223

無電柱化加速化戦略 P6より
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/000051024

2050東京戦略 P44より
2050 東京戦略本編

東京の無電柱化 P3より
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223

1094km
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https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/000051024
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=47
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=47
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=47
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223


導水施設の二重化や送水管のネットワーク化によりバックアップ機能を確保し、災害時の給水安定性
を向上

【地震対策⑤】バックアップ機能の強化により給水安定性を向上

【導水施設の二重化及び送水管のネットワーク化のイメージ図】

（出典）東京都水道局「東京都水道局の災害対策」

（出典）東京水道施設整備マスタープラン（令和３年３月）を基に作成

【導水施設の二重化の概略図】 【送水管のネットワーク化の概略図】

      導水管(二重化予定)       導水管 （既設）   浄水場(所)(点線は新設予定)                  送水管(ネットワーク化予定)          送水管(既設)     給水所(点線は新設予定)
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37 39 

91 

全国平均（都除く） 全国 東京都

33.5%

42.3%
36.0%

全国 東京都

【地震対策⑥】水道管路の耐震化で全国をリード

避難所などの重要施設に接続する水道管路の耐震化率は約91%で、全国平均を大きく上回る

導水管や送水管などの基幹管路の耐震適合率は約67%で、過去10年で大幅に向上

＜重要施設に接続する水道管路の耐震化＞
※重要施設：災害拠点病院、避難所、防災拠点（警察、消防、県・市庁舎等）など

%

%

（2023（R5）年度末時点）

【配水管の耐震化】

（出典）国土交通省「上下水道施設の耐震化状況に関する 緊急点検結果 （令和６年11月）」

【水道施設全体のイメージ図】

＜基幹管路の耐震適合率＞

（出典）国土交通省「水道事業における耐震化の状況」

2012（H24） 2022（R4）

耐震化率

耐震適合率

00 報道発表資料（H24水道耐震化）

1_001228272.pdf（Ｒ4水道耐震化）

（出典）東京都水道局「東京都水道局の災害対策」

PowerPoint プレゼンテーション（東京都水道局「東京都水道局の災害対策ー首都東京が直面す
る脅威からライフラインを守るー」）

※東京都・・・都営水道及び市町村営水道 ※東京・・・都営水道及び市町村営水道(簡易水道事業を除く)

%

66.8%

全国平均（都除く） 全国平均 東京都
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https://www.mlit.go.jp/common/830003295.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/830003295.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/830003295.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/830003295.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/1_001228272.pdf
https://www.waterworks.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/waterworks/suidokyoku_no_saigaitaisaku_20240401_v3
https://www.waterworks.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/waterworks/suidokyoku_no_saigaitaisaku_20240401_v3


消火栓等の消防水利数は約18万か所と全国平均を大きく上回り、円滑な消火活動が可能

【地震対策⑦】充実した消防水利で災害時にも水の確保が可能

＜消防水利数＞

（出典）総務省消防庁「令和５年版消防白書」、第76回東京消防庁統計書（令和５年）
      稲城市消防本部「消防年報」（令和５年）を基に作成

（2023（R5）年度末時点）

※消防水利：消火栓、防火水槽、プール、井戸等
（東京都数値は島しょ部は除く）

【消火栓】

【防火水槽】

公園、学校などに設置され、常に一定の量の水が蓄えられており、
火災時に使用が可能

公共水道管に接続し、消防活動時に必要な水を供給することが可能

（出典）東京消防庁ＨＰ及び昭和三十九年十二月十日消防庁告示第七号を基に作成

51,322 54,077 

180,792 

全国平均（都除く） 全国平均 東京都
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47 
51 

81 

全国平均（都除く） 全国 東京都

【地震対策⑧】下水道施設の耐震化においても全国をリード

避難所などの重要施設から水再生センター直前の合流地点までの下水道管路の耐震化率は約81%で、

全国平均を大きく上回る

震災時にも下水道の機能を維持するため、

管路の耐震化を推進

＜重要施設に接続する下水道管路の耐震化＞
※重要施設：災害拠点病院、避難所、防災拠点（警察、消防、県・市庁舎等）など

（2023（R5）年度末時点）

%

%

（出典）国土交通省「上下水道施設の耐震化状況に関する 緊急点検結果 （令和６年11月）」

【マンホールとの接続部の耐震化】

耐震化率

%

全国平均（都除く） 全国平均 東京都

【マンホールの浮上抑制対策】

液状化現象による過剰な水圧をマンホール内に逃がして浮上を抑制します。
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【地震対策⑨】停電による電力不安を解消する取組を推進

都や区市町村施設、災害拠点病院等の重要施設について、非常用発電設備を確保

東京電力において、大規模停電を発生させない体制を構築

・重要な送電線は、変電所を起点として網目状に構成

・送電線で被害を受けても他ルートから供給

※ 重要施設：

 覚書により、発災時に優先的に燃料供給を受けられる施設

都内重要施設(※)における

非常用電源配備率

東京電力ホールディングス
「（首都直下地震対策検討WG資料）首都直下地震被害想定を踏まえた東京電力
グループのレジリエンス強化の取組みについて（2024年6月）」より

＜東京電力の取組＞＜東京都の取組＞

以下設備に配備済み （2025（R7）年12月時点）

・都庁舎 （847施設）

・警察 （101施設）

・消防 （84施設）

・区市町村 （87施設）

・災害拠点病院 （84施設）

100%

・さらに、非常用発電設備の燃料確保のため、

  都が石油連盟と覚書を締結

非常用
発電機
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【地震対策⑩】発災時に有効な重層的な通信体制を構築

複数のネットワークで構成される通信態勢を構築

・防災行政無線や災害時優先電話、業務用MCA 無線等に
より、重層的な連絡体制を構築

大島町北部防災訓練図上訓練（火山）

（三宅支庁）

区市町村に対する
衛星通信機器配備率

＜通信網の整備＞ ＜衛星通信機器の配備＞

100%

全区市町村に対し、衛星通信機器を配備済

防災行政
無線

衛星通信
機器
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66 
67 

98 

全国（都除く） 全国 東京都

【地震対策⑪】復興まちづくりのための取組でも全国をリード

被災後の円滑な復興に向け都内自治体の98％が復興まちづくりのための事前準備を実施、全国を上回る。

都では平成10年度から毎年、区市町村職員向けの地区復興まちづくり計画の訓練を実施している。

＜都道府県＋区市町村の取組状況＞

（2024（R6）年7月末時点）

%

（出典）国土交通省「復興まちづくりのための事前準備の取組状況」

実施率

（出典）東京都「市街地の事前復興の手引き」

【事前準備の効果】

(62/63)(1202/1788)

【復興訓練の様子】

（出典）東京都HP「首都直下地震等に備えた都市の事前復興の取組」

%
%

(1140/1725)

001858642.pdf
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https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_bosai/content/001858642.pdf


その他の災害対応体制（人的資源、避難所等）も充実

世界最大規模の消防職員、災害医療体制（東京DMAT、拠点病院）などのリソースも充実

避難所や帰宅困難者の一時滞在施設、在宅避難体制（とどまるマンション）なども総合的に確保

消防職員数

約19,000人（世界最大級）

東京DMAT－災害医療派遣チーム

約1,000人
※ DMAT隊員割合全国1位（全国平均の約3倍）

災害拠点病院

84施設 約43,000床
※ 2025（Ｒ7）年4月1日時点
※全国783施設 

避難所（一般避難所＋福祉避難所）

約4,800か所 280万人
※ 都内公立小中学校の耐震化率100%

帰宅困難者一時滞在施設

約1,300施設 約50万人
※ 3日分の備蓄（水、食料、簡易トイレ等）を都が支援

東京とどまるマンション（在宅避難）

登録数 約11.3万戸
※ 2025(R7)年９月末時点
※ 防災資器材や非常用電源などの設置を都が支援

＜災害対応体制（人的資源、避難所等）＞

- 22 -

一時滞在施設などの情報｜東京都防災ホームページ

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/kitaku_portal/1005196/index.html


令 和 ６ 年 ２ 月  
総 務 局

首都機能バックアップ

国は、首都機能に甚大な被害が生じた場合を想定し、総合的な防災基地として立川広域防災基地を整備

都は、立川広域防災基地内に、都庁舎の代替機能として、立川地域防災センター及び防災倉庫を整備

立川地域防災センター

多摩広域防災倉庫

立川広域防災基地

陸自立川
駐屯地

東消
災害対策

施設

内閣府
災害対策
予備施設

警視庁
災害対策

施設

立川
地域防災
センター

多摩広域
防災倉庫

国立病院
災害医療
センター

日本
赤十字社

海保
災害活動

拠点

都庁舎の代替機能

都は今後、
立川地域防災センター

及び多摩広域防災倉庫の
更なる機能強化を実施

多摩地域の防災拠点でバックアップ体制を確保

24
- 23 -

 



【参考資料】

国および都による

東京都の被害想定の比較
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国および都による東京都の被害想定の比較
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項目
国 都

H25 R7 H24 R4

死者数 約8,900～13,000人 約6,100～8,000人 9,641人 6,148人

全壊・焼失
棟数

約33.3万棟 約17.6万棟 304,300棟 194,431棟

電気
（停電率）

約５割
※首都圏全体

約52%
※首都圏全体

17.6% 11.9%

上水道
（断水率）

約31%
（停電考慮なし）

※首都圏全体

約28%
（停電考慮なし）

※首都圏全体

34.5% 26.4%

下水道
（機能支障率）

約4%
（停電考慮なし）

※首都圏全体

約5%
（停電考慮なし）

※首都圏全体

23.0% 4.0%

食料
（１週間分）

食料不足量
最大約3,400万食

※首都圏全体

食料不足量（避難所）

最大約1,300万食
※首都圏全体

-
食料需要量

約4,668万食

在宅避難者向け
最大約1.7億食

※参考値
※首都圏全体

- -

※国の被害想定及び次の資料をもとに作成 ・ 内閣府「首都直下地震対策検討ワーキンググループ 最終報告（平成25年12月19日公表）」
・ 東京都防災ホームページ「首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）」
・ 東京都防災ホームページ「首都直下地震等による東京の被害想定（令和4年5月25日公表）」

都R4

都H24国H25

国R7
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